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国民健康保険特別会計 

 

１ 事業概要 

（１）被保険者数は22,961人で、前年度と比較して1,089人減少しました。世帯数も前

年度と比較して387世帯減少しています。市全体の世帯数に対する加入割合は35.5％

で前年度と比較してやや減少しています。 

（２）財政面の歳入については、国民健康保険税の現年度調定額が約6,500万円減少し 

、それに伴い税収も約5,600万円減収となりました。これは、昨年度に引続いて地

方税法等の改正があり、国民健康保険税に係る軽減基準額が緩和され、軽減対象

となる世帯の範囲が拡大されたことに加え、短時間労働者の被用者保険適用拡大

及び年齢到達による後期高齢者医療制度への移行者の増加による被保険者数の減

少によるものです。一方、国民健康保険税の現年度分収納率は96.29%で、平成27

年度の96.00％を0.29ポイント上回りました。収納課との連携による滞納者への適

切な対応とともに、法改正により軽減範囲が拡大されたことも収納率が向上した

一因ではないかと考えています。 

歳出については、一般被保険者の医療給付費が前年度比0.2％の伸びに留まりま

した。平成28年度当初の見込みでは、前年度比４％台の伸びを予測していました

が、伸び率の実績が予測よりも低かったことから、国民健康保険支払準備基金か

らの取崩し額は58,190,433円で事業運営を行うことができました。 

これにより年度末基金残高は638,411,346円となりました。 

ここ数年、医療費の支払に対して不足している税収分を支払準備基金の活用で補っ

ているため、基金残高は減少しています。今後は平成30年度に予定されている国民健

康保険の広域化に向けて検討を進めます。 

２ 加入状況                   

上段：対象人数 下段：構成比 

 国 保 加 入 者 
加 入 割 合 

国保１

世帯当

たり 

被保険

者数 

世帯数 

被 保 険 者 数 

総 数 一 般 

退 職 者 

世帯数 
被保険者

数 被保険者 被扶養者 

29年3月末 
13,840 

世帯 

22,961人 22,360人 501人 100人 
35.5% 23.4% 1.7人  

100% 97.4% 2.2% 0.4%  

28年3月末 
14,227 

世帯 

24,050人 22,973人 876人 201人 
36.8% 24.5% 1.7人  

100% 95.5% 3.7% 0.8%  

増 減 
△387 

世帯 
△1,089人 △613人 △375人 △101人 △1.3%  △1.1% 0人 

※ 一般（一般被保険者）、退職者（退職被保険者） 
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３ 経理状況は歳入総額12,354,507,460円、歳出総額11,877,116,374円となり､収支差

引額は477,391,086円です｡ 

 

４ 歳入状況 

（１）歳入内訳                                                (単位:円、％) 

区   分 保険税 国庫支出金 県支出金 
療養給付費 

交付金 

前期高齢者 

交付金 
 

平成28年度 2,071,744,392 2,272,034,768 494,830,581 297,852,000 3,466,471,885 

 

平成27年度 2,147,808,024 2,228,327,637 503,443,957 484,549,000 3,357,306,756 

増 減 △76,063,632 43,707,131 △8,613,376 △ 1 8 6 , 6 9 7 , 0 0 0 109,165,129 

伸び率 96.5  102.0 98.3 61.5 103.3 

構成比 16.8 18.4 4.0 2.4 28.0 

 

共同事業交付金   繰入金 繰越金 その他の収入 合   計 

2,397,690,407 915,120,200 394,469,762 44,293,465 12,354,507,460 

2,331,763,995 1,017,270,896 404,848,191 45,588,235 12,520,906,691 

65,926,412 △102,150,696 △10,378,429 △1,294,770  △166,399,231 

102.8  90.0 97.4 97.2         98.7 

19.4 7.4 3.2 0.4         100.0 

 

 

  一般会計からの繰入金は665,120,200円で、内訳は次の表のとおりです。 

 

区 分 H28決算額 (円) 

保 険 基 盤 安 定 分 498,069,598 

出 産 一 時 金 分 21,258,667 

財 政 安 定 化 支 援 事 業 78,590,439 

事 務 費 分 41,086,000 

精 神 給 付 金 分 19,521,475 

後 期 高 齢 者 健 診 6,594,021 

合    計 665,120,200 

前 年 度 比 較 増 減 △52,150,696 
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 ５ 国民健康保険税の状況 

（１） 現年度分                      （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

28 2,046,608,000 1,970,597,538 0 76,010,462 96.29 △8,418 

27 2,111,900,200 2,027,472,005 0 84,428,195 96.00 △19,684 

26 2,219,611,300 2,115,499,147 0 104,112,153 95.31 △18,282 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

  

 

（２） 滞納繰越分                   （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

28 418,975,114 101,146,854 9,612,049 308,216,211 24.14 △30,835 

27 474,670,116 120,336,019 15,282,785 339,051,312 25.35 △36,605 

26 510,998,549 122,876,998 12,465,191 375,656,360 24.05 △17,562 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 

 

 

（３） 現年度分＋滞納繰越分             （単位：円･％・千円） 

年

度 

調 定 額 

① 

収入済額 

② 

不納 

欠損額③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

未済額の

年度比較 

28 2,465,583,114 2,071,744,392 9,612,049 384,226,673 84.03 △39,253 

27 2,586,570,316 2,147,808,024 15,282,785 423,479,507 83.04 △56,289 

26 2,730,609,849 2,238,376,145 12,465,191 479,768,513 81.97 △35,843 

※未済額の年度比較＝当該年度-前年度 
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（４） 現年度分内訳                     （単位：円・％） 

区  分 
調定額 

① 

収入済額 

② 

不納欠損額 

③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

一 

 

般 

医療分 1,250,192,980 1,205,155,160 0 45,037,820 96.40 

支援分 552,281,226 532,056,154 0 20,225,072 96.34 

介護分 165,163,324 156,262,655 0 8,900,669 94.61 

合 計 1,967,637,530 1,893,473,969 0 74,163,561 96.23 

退 

 

職 

医療分 43,733,366 42,716,867 0 1,016,499 97.68 

支援分 19,441,602 18,986,618 0 454,984 97.66 

介護分 15,795,502 15,420,084 0 375,418 97.62 

合 計 78,970,470 77,123,569 0 1,846,901 97.66 

合 

  

計 

医療分 1,293,926,346 1,247,872,027 0 46,054,319 96.44 

支援分 571,722,828 551,042,772 0 20,680,056 96.38 

介護分 180,958,826 171,682,739 0 9,276,087 94.87 

合 計 2,046,608,000 1,970,597,538 0 76,010,462 96.29 

 

 

（５） 滞納繰越分内訳                    （単位：円・％） 

区  分 
調定額 

① 

収入済額 

② 

不納欠損額 

③ 

収入未済額 

①-②-③=④ 

収納率 

②/① 

一 

 

般 

医療分 264,404,566 60,712,663 6,690,821 197,001,082 22.96 

支援分 89,948,177 24,274,777 1,267,049 64,406,351 26.99 

介護分 49,167,480 11,931,741 1,311,541 35,924,198 24.27 

合 計 403,520,223 96,919,181 9,269,411 297,331,631 24.02 

退 

 

職 

医療分 9,708,838 2,379,407 247,245 7,082,186 24.51 

支援分 3,019,533 991,017 40,524 1,987,992 32.82 

介護分 2,726,520 857,249 54,869 1,814,402 31.44 

合 計 15,454,891 4,227,673 342,638 10,884,580 27.35 

合 

  

計 

医療分 274,113,404 63,092,070 6,938,066 204,083,268 23.02 

支援分 92,967,710 25,265,794 1,307,573 66,394,343 27.18 

介護分 51,894,000 12,788,990 1,366,410 37,738,600 24.64 

合 計 418,975,114 101,146,854 9,612,049 308,216,211 24.14 
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（６） 国保税の減免・軽減の状況 

① 減免の状況                 平成29年3月31日現在 

区 分 

規則第２条 

該 当 

（災害） 

規則第４条 

該 当 

（生活保護該当） 

規則第５条 

該 当 

（生活困窮） 

規則第６条 

該 当 

（給付制限） 

規則第７条 

該 当 

（旧被扶養者） 

該当件数 １件 １４件 １件 ９件 ７４件 

  

 ② 軽減の状況                 平成29年3月31日現在 

国保加入世帯数(Ａ) 軽減区分 世帯数(Ｂ) 被保険者数 Ｂ／Ａ 

13,840世帯 7割軽減 3,642世帯 4,911人 26.32％ 

被 保 険 者 数 5割軽減 2,182世帯 4,041人 15.77％ 

22,961人 2割軽減 1,696世帯 3,232人 12.25％ 

 

③ 倒産・解雇・雇い止め等による失業者(非自発的失業者)の軽減申請数等の状況 

                         平成29年3月31日現在 

非自発的失業者数（年間申請者数） 年度末現在の非自発的失業者数 

386人(H27年度:547人) 197人(H27年度:246人) 

 

（７） 滞納処分状況 

 

 ① 被保険者証の制限               平成29年3月31日現在 

 
短 期 被 保 険 者 証 

資格者証明書 

1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 合 計 

世帯数(世帯) 0 0 271 271 127    

被保険者数(人) 0 0 438 438 *199（うち31） 

*(うち31)は、平成21年度の法律改正により、資格者証明書交付世帯の18歳未満の被保

険者（18歳の誕生日以降、最初の３月31日までの間を含む）には、6ヶ月の短期被保険

者証が交付されています。 
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② 差 押 平成23年度から、国民健康保険税の滞納整理を収納課の所管とし、効

果的・効率的な収納体制が取られています。  

 

③ 分納誓約について   同上 

 

④ 平成28年度不納欠損状況                平成29年3月31日 

不 納 欠 損 事 由 人数(人) 総件数 金 額(円) 

時    効 
 
執行停止を伴わないもの 

3 20 82,100 

即 時 欠 損 
 
法第15条の7第5項 

2 43 1,094,800 

執行停止後3年経過 
 
 
 
法第15条の7第4項 

無財産(同条第1項1号) 4 81 1,386,888 

生活困窮(同条第1項2号) 7 94 1,933,719 

所在不明(同条第1項3号) 7 39 454,811 

時    効（執行停止3年経過前） 
 
法第18条第1項 

36 285 4,659,731 

合    計 
(56) 

59 
562 9,612,049 

                     （ ）内：実人数 
※一人で複数事由に該当するケースもある為、総人数は実人数を上回る。 

 

（８） 口座振替の状況 

 平成28年度最終納期(第9期)の口座振替は、課税世帯数13,840世帯中9,354世帯が利

用しており、第9期での口座振替利用率は67.59％になっています。 

 また、口座振替成功率は再振替後約98.03％（84,710件/86,409件）となっており、

収納率を上げるうえでの大きな役割を果たしており、今後も口座振替の勧奨に努めて

いきます。 
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平成 29 年度   

部 保健医療部  決算書 

ページ 
284 

課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 1 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 総務管理費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 一般管理費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100010 一般管理費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

15,524,000 15,520,766 0 3,234 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

12,813,000 

事務費繰入分 12,813,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険事業の安定運営のための事務的経費を支出しました。 

 

  主な事務経費 

予算科目（節） 予算額 予算執行額 予算残 執行内容 

賃金(臨時職員賃金) 5,030,000 円 5,029,775 円  225 円 臨時職員雇用者賃金 

旅費 66,000 円 65,160 円 840 円 出張旅費 

需用費(消耗品費) 585,000 円 584,692 円 308 円 事務用消耗品 

需用費(印刷製本費) 226,000 円 225,957 円 43 円 封筒作成 

委託料(事務事業委託) 9,578,000 円 9,577,202 円 798 円 国保連合会業務委託 

使用料 14,000 円 13,140 円 860 円 有料道路使用料 

備品購入費 25,000 円 24,840 円 160 円 シュレッダー 

一般管理費 計 15,524,000円 15,520,766円 3,234 円  

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 事務経費により国民健康保険事業の安定運営が図られました。 
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平成 29 年度   

部 保健医療部  決算書 

ページ 
284 

課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 1 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 総務管理費 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 連合会負担金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100020 連合会負担金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

4,052,000 4,051,305 0 695 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

4,052,000 

事務費繰入分 4,052,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険事業の適正かつ安定的な運営のため、長野県国民健康保険団体連合会へ負担金の納

入を行いました。 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの負担金請求に基づき適正に支出しました。 
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平成 29 年度   

部 保健医療部  決算書 

ページ 
284 

課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 1 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 賦課徴収費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 賦課徴収費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100040 賦課徴収費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

7,099,000 7,092,961 0 6,039 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

7,099,000 

督促手数料 1,033,000   

事務費繰入分 6,066,000   

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 賦課徴収費の活用により、国民健康保険税の課税業務が円滑に進められ、国保税の適正な賦課が

できました。 

＜賦課徴収費の予算内容＞ 

  

予算科目（節） 予算額 予算執行額 予算残 主な執行内容 

旅費 27,000 円 26,720 円 280 円 徴収担当者研修 

需要費(消耗品費) 250,000 円 249,880 円 120 円 事務用消耗品 

需要費(燃料費) 43,000 円 42,913 円 87 円 公用車燃料代 

需要費(印刷製本費) 778,000 円 777,438 円 562 円 納税通知書用封筒印刷等 

需要費(物品修繕費) 17,000 円 16,859 円 141 円 公用車車検時修繕 等 

役務費(手数料) 51,000 円 50,780 円 220 円 公用車車検 等 

役務費(保険料) 27,000 円 26,370 円 630 円 公用車自賠責保険料 

事務事業委託 5,385,000 円 5,384,041 円 959 円 納 税 通知 書等 セン ター 代 行プ リン ト・ 封入 封 緘  

使用料及び賃借料 195,000 円 194,400 円 600 円 ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｼｽﾃﾑ使用料 

備品購入費 285,000 円 284,040 円 960 円 コンビニ納付書対応プリンタ  

負担金 32,000 円 31,320 円 680 円 徴収担当者研修負担金 

公課費 9,000 円 8,200 円 800 円 公用車重量税 

賦課徴収費 計 7,099,000 円 7,092,961 円 6,039 円  

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 事務経費により国民健康保険事業の安定運営が図られました。 
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平成 29 年度   

部 保健医療部  決算書 

ページ 
284 

課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 1 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 3 運営協議会費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 運営協議会費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100050 運営協議会費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

194,000 193,600 0 400 99.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

194,000 

事務費繰入分 194,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険運営協議会開催状況 

  平成 28 年 7 月 28 日  第 1 回国民健康保険運営協議会 

   協議事項 

   ○安曇野市国民健康保険税条例の一部改正について 

   ○平成 27 年度安曇野市国民健康保険事業報告について 

 

  平成 29 年 2 月 1 日  第 2 回国民健康保険運営協議会 

   協議事項 

   ○平成 29 年度安曇野市国民健康保険特別会計予算（案）について 

   ○平成 30 年度からの国保保険者都道府県化に伴う、標準保険料率等について 

 

 国民健康保険運営協議会委員研修会 

  平成 28 年 10 月 14 日  穂高公民館  7 人出席 

   講演会「長野県の国民健康保険等の現状について」 

      「地方創生と地域包括ケアについて」 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国民健康保険事業を審議いただき、国民健康保険事業の推進が図られました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 1 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 4 趣旨普及費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 趣旨普及費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100060 趣旨普及費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

834,000 833,760 0 240 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

834,000 

国特別調整交付金 266,000   

事務費繰入分 568,000   

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険制度説明用パンフレットの作成購入により、市民に対して国民健康保険制度の説明

や案内が円滑に行えました。 

    

  主な啓発用パンフレット  

   高齢受給者証一斉更新時・制度説明用パンフレット 2 種類 計 7,000 部 

   保険証一斉更新時・制度説明用パンフレット 18,000 部 

   ジェネリック医薬品希望シール・説明用パンフレット 18,000 部 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 事務経費により市民に対して、国民健康保険事業の制度説明が円滑に行われました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 療養諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 一般被保険者療養給付費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100071 一般被保険者療養給付費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

6,003,898,000 6,003,897,908 0 92 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

5,252,330,000 

療養給付費負担金 933,090,000 国・県・調整交付金 615,710,000 

前期高齢者交付金 3,026,858,000 保険財政共同安定化事業交付金  33,893,000 

基盤安定・財政安定化支援事業 392,779,000 基金繰入金 250,000,000 

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

一般被保険者療養給付費の支出状況 

一般被保険者療養給付費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 370,505 2,455 100.7 6,003,897,908 △23,718,458 99.6 

H27 年度 368,050 4,543 101.2 6,027,616,366 103,184,627 101.7 

H26 年度 363,507 10,494 103.0 5,924,431,739 387,872,299 107.0 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。 
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予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 療養諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 退 職 被 保 険 者 等 療 養 給 付 費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100081 退 職 被 保 険 者 等 療 養 給 付 費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

223,929000 223,928,760 0 240 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

209,454,000 

退職者等療養交付金 209,454000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

退職被保険者等療養給付費の支出状況 

退職被保険者等療養給付費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 14,839 △9,018 62.2 223,928,760 △123,478,450 64.5 

H27 年度 23,857 △6,458 78.7 347,407,210 △86,605,783 80.0 

H26 年度 30,315 △5,523 84.6 434,012,993 △120,274,633 78.3 
 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。 

 請求件数・金額ともに平成 23 年度をピークに減少しています。原因は、退職被保険者数の減少

によるものです。 
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係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 療養諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 3 一般被保険者療養 費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100091 一般被保険者療養 費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

68,141,000 68,140,451 0 549 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

67,896,000 

療養給付費負担金 11,450,000 国・普通調整交付金 2,504,000 

県・普通調整交付金 2,146,000 前期高齢者交付金 49,408,000 

保険基盤安定事業 1,784,000 軽減特例措置 604,000 

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

一般被保険者療養費の支出状況 

一般被保険者療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 10,080 △10 99.9 68,140,451 △2,994,860 95.8 

H27 年度 10,090 186 101.9 71,135,311 784,036 101.1 

H26 年度 9,904 695 107.5 70,351,275 9,007,508 114.7 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 療養費は、療養給付費の補完的事業です。 

国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。また、被保険者からの申請によるものは、

国保連合会で審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 
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係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 療養諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 4 退 職 被 保 険 者 等 療 養 費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100101 退 職 被 保 険 者 等 療 養 費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,711,000 1,710,557 0 443 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

1,711,000 

退職者等療養交付金 1,711,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

退職被保険者等療養費の支出状況 

退職被保険者等療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 300 △316 48.7 1,710,557 △2,413,555 41.5 

H27 年度 616 △160 79.4 4,124,112 △985,665 80.7 

H26 年度 776 △268 74.3 5,109,777 △1,408,856 78.4 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 療養費は、療養給付費の補完的事業です。 

国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。また、被保険者からの申請によるものは、

国保連合会で審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 
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係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 療養諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 5 審査支払手数料 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100111 審査支払手数料 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

20,610,000 19,796,410 0 813,590 96.1％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国保連合会において診療報酬請求明細書の点検審査を行い、審査手数料の支出を行いました。 

 

年 度 審査件数 
対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 395,701   △7,070  98.2  

H27 年度 402,771   △1,764  99.6  

H26 年度 404,535   5,373  101.3  

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会において、医療費請求審査が円滑かつ的確に行われ、請求に基づき手数料を適正に支

出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 高額療養費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 一 般 被 保 険 者 高 額 療 養 費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100121 一 般 被 保 険 者 高 額 療 養 費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

852,120,000 852,119,213 0 787 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

822,866,000 

療養給付費負担金 119,699,000 国・普通調整交付金 26,184,000 

県・普通調整交付金 22,444,000 前期高齢者交付金 390,205,000 

高額医療共同事業交付金 264,334,000   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

一般被保険者高額療養費の支出状況 

一般被保険者高額療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 15,056 545 103.8 852,119,213 38,669,154 104.8 

H27 年度 14,511 2,124 117.1 813,450,059 55,360,973 107.3 

H26 年度 12,387 1,213 110.9 758,089,086 77,672,732 111.4 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。また、被保険者からの申請によるものは、

審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 

 請求件数・金額ともに年々増加していることから、国保財政の健全化に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 高額療養費 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 退 職 被 保 険 者 等 高 額 療 養 費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100131 退 職 被 保 険 者 等 高 額 療 養 費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

38,541,000 38,540,598 0 402 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

38,541,000 

退職者等療養交付金 38,541,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

退職被保険者等高額療養費の支出状況 

退職被保険者高額療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 475 △136 77.7 38,540,598 △18,742,531 67.3 

H27 年度 611 △159 79.4 57,283,129 △6,092,818 90.4 

H26 年度 770 △200 79.4 63,375,947 △25,712,077 71.1 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。また、被保険者からの申請によるものは、

審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 
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係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 高額療養費 主要施策 安心を支えるまち 

目 3 一般被保険者高額介護合算療養費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100135 一般被保険者高額介護合算療養費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,124,000 1,123,152 0 848 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

一般被保険者高額介護合算療養費の支出状況 

一般被保険者高額介護合算療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 37 13 154.2 1,123,152 625,240 225.6 

H27 年度 24 0 100.0 497,912 131,394 135.8 

H26 年度 24 10 171.4 366,518 △5,037 98.6 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 被保険者からの申請により審査のうえ支給決定を行い、適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 高額療養費 主要施策 安心を支えるまち 

目 4 退職被保険者等高額介護合算療養費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100136 退職被保険者等高額介護合算療養費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

269,000 268,583 0 417 99.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

退職被保険者高額介護合算療養費の支出状況 

退職被保険者高額介護合算療養費 

 
件数 

（件） 

対前年増減 

（件） 

対前年比 

（％） 

金額 

（円） 

対前年増減 

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 3 0 100.0 268,583 141,866 212.0 

H27 年度 3 △2 60.0 126,717 △104,297 54.9 

H26 年度 5 2 166.7 231,014 84,727 157.9 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 被保険者からの申請により審査のうえ支給決定を行い、適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 4 出産育児諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 出産育児一時金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100161 出産育児一時金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

31,888,000 31,888,000 0 0 100.0％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

21,259,000 

出産育児一時金繰入分 21,259,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険被保険者が出産したとき、出産育児一時金の支給を行いました。 

 

区 分 件数（件） 金額（円） 

H28 年度 76 31,888,000 

H27 年度 83 34,780,000 

H26 年度 72 30,769,835 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。また、被保険者からの支給申請によるもの

は、審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 5 葬祭諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 葬祭費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100171 葬祭費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

3,930,000 3,930,000 0 0 100.0％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険被保険者が死亡し葬儀を執り行った場合、葬祭執行者に葬祭費の支給を行いまし

た。 

 

区 分 件数（件） 金額（円） 

H28 年度 131 3,930,000 

H27 年度 150 4,500,000 

H26 年度 157 4,710,000 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 葬祭執行者からの支給申請により、審査のうえ支給決定を行い適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 2 保険給付費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 6 精神諸費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 精神給付金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100181 精神給付金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

19,522,000 19,521,475 0 525 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

19,522,000 

精神給付金繰入分 19,522,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 国民健康保険被保険者で障害者総合支援法による精神通院医療受給者が、受給者本人が指定した

医療機関で受診した場合、自己負担分に係る費用を現物給付による支給を行いました。 

 

区 分 件数（件） 金額（円） 

H28 年度 13,873 19,521,475 

H27 年度 13,466 19,744,916 

H26 年度 13,339 20,100,635 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 3 後期高齢者支援金等 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 後期高齢者支援金等 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 後期高齢者支援金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100183 後期高齢者支援金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,313,820,000 1,313,819,338 0 662 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

804,551,000 

後期高齢者支援金負担金 411,319,000 国普通調整交付金 121,026,000 

県普通調整交付金 77,122,000 退職者等療養交付金 48,145,000 

保険基盤安定事業 (保険税軽減 ) 97,404,000 保険基盤安定事業 (保険者支援 ) 49,535,000 

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、後期高齢者医療制度へ支援金を支出しました。 

 

後期高齢者支援金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 1,313,819,338 △48,128,985 96.5 

H27 年度 1,361,948,323 230,486 100.0 

H26 年度 1,361,717,837 23,282,930 101.7 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 3 後期高齢者支援金等 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 後期高齢者支援金等 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 後期高齢者関係事務費拠出金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100184 後期高齢者関係事務費拠出金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

85,000 84,484 0 516 99.4 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、後期高齢者医療制度への支援金拠出に係る事務費を支出しました。 

 

後期高齢者支援金事務費拠出金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 84,484 △4,143 95.3 

H27 年度 88,627 △5,848 93.8 

H26 年度 94,475 △12,641 88.2 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 3 後期高齢者支援金等 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 後期高齢者支援金等 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 後期高齢者関係事務費拠出金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100189 病床転換支援金事務費拠出金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

8,000 7,702 0 298 96.3％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、後期高齢者医療制度への支援金拠出に係る事務費を支出しました。 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 

  

 

 



- 482 - 

 

平成 29 年度   

部 保健医療部  決算書 

ページ 
290 

課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 4 前期高齢者納付金等 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 前期高齢者納付金等 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 前 期 高 齢 者 関 係 事 務 費 拠 出 金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100187 前 期 高 齢 者 関 係 事 務 費 拠 出 金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

90,000 89,453 0 547 99.4％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、前期高齢者の偏在による医療保険者間の不均衡を調整するための事務費を負

担しました。 

 

前期高齢者負担調整事務費拠出金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 89,453 △1,706 98.1 

H27 年度 91,159 △3,316 96.5 

H26 年度 94,475 △12,641 88.2 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 4 前期高齢者納付金等 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 前期高齢者納付金等 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 前期高齢者負担調整金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100188 前期高齢者負担調整金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

879,000 878,258 0 742 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、前期高齢者の偏在による医療保険者間の不均衡を調整するための負担金を支

出しました。 

 

前期高齢者負担調整金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 878,258 15,195 101.8 

H27 年度 863,063 △121,268 87.7 

H26 年度 984,331 △293,400 77.0 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 5 老人保健拠出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 老人保健拠出金 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 老人保健事務費拠出金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100211 老人保健事務費拠出金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

39,000 38,844 0 156 99.6％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、経過措置による老人保健拠出金事務費分を支出しました。 

 

老人保健事務費拠出金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 38,844 △10,594 78.6 

H27 年度 49,438 0 100.0 

H26 年度 49,438 △3,531 93.3 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 6 介護納付金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 介護納付金 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 介護納付金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100221 介護納付金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

483,469,000 483,468,799 0 201 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

277,243,000 

介護納付金負担金 155,096,000 国普通調整交付金 57,980,000 

県普通調整交付金 29,008,000 保険基盤安定事業(保険税軽減分) 22,336,000 

保険基盤安定事業 (保険者支援分 )  12,823,000   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 医療保険者として、介護保険制度に納付金を支出しました。 

 

介護納付金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 483,468,799 △29,838,175 94.2 

H27 年度 513,306,974 △43,226,496 92.2 

H26 年度 556,533,470 9,794,300 101.8 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき適正に支出しました。 

 介護保険２号被保険者(40 歳～64 歳)の減少により、納付金額は減少傾向にあります。 
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課 国保年金課  

係等 国保年金担当   

 

予
算 

款 7 共同事業拠出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 共同事業拠出金 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 高額医療費拠出金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100231 共同事業医療費拠出金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

245,439,000 245,438,237 0 673 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

122,718,000 

国共同事業医療費拠出金 61,359,000 県共同事業医療費拠出金 61,359,000 

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 高額な医療費が発生する機会の増加により、長野県内市町村において対象案件を共同事業により

運営し、1 件あたり 80 万円以上の高額医療費の発生による医療保険者の財政運営の不安定を緩和

させるため拠出金を支出しています。 

 

高額医療費共同事業医療費拠出金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 245,438,327 27,406,498 112.6  

H27 年度 218,031,829 11,494,542 105.6  

H26 年度 206,537,287 30,280,478 117.2  

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。 
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予
算 

款 7 共同事業拠出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 共同事業拠出金 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 保険財政共同安定化事業拠出金  基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100246 保険財政共同安定化事業拠出金  具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

2,156,279,000 2,156,278,446 0 554 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

2,117,668,000 

県特別調整交付金 18,205,000 保険財政共同安定化事業交付金  2,099,463,000 

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 

 高額な医療費が発生する機会の増加により、長野県内市町村の国保税の平準化、財政の安定化を

図るため、平成 26 年度まで 1 件あたり 30 万円以上 80 万円までの医療費について、医療保険者の

財政運営の不安定を緩和させるため拠出金を支出していましたが、制度改正により、平成 27 年度

から対象となる医療費が１円以上に拡大されたことにより、支出金額が大きく増加しました。 

 

保険財政共同安定化事業拠出金 

 
支出額 

（円） 

対前年増減額

（円） 

対前年比 

（％） 

H28 年度 2,156,279,000 9,579,273 100.4  

H27 年度 2,146,699,727 1,343,152,271 267.2  

H26 年度 803,547,456 42,168,903 105.5  

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 国保連合会からの請求に基づき適正に支出しました。 
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予
算 

款 8 保健事業費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 特定健康診査等事業費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 特定健康診査等事業費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100249 特定健康診査等事業費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

156,773,000 155,716,697 0 1,056,303 99.3％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

70,519,321 

国・県特定健診等負担金 30,543,000 国・県特別調整交付金 8,137,000 

事務費繰入分 9,916,000 後期高齢者健診繰入金 6,594,021 

特定健診等受託料 10,014,300 特定健診等個人負担金 5,315,000 

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 第２期安曇野市国民健康保険特定健康診査等実施計画により、計画内容に沿いながら受診率の向

上に努めました。平成 28 年度においては、受診率が低い 40 歳から 50 歳までの健診の申込みをし

なかった人への個別健診受診券の送付や若い世代が集う「図書館フェスタ」においては、血管・血

流測定や身体のゆがみなど生活習慣病に関する健康測定を実施し、多くの市民に特定健診の必要性

をＰＲすることができました。また、後期高齢者医療保険へ移行した人を対象とした後期高齢者医

療人間ドック事業を実施し、生涯にわたり自己管理しやすい環境を整備しました。 

 

 健診実施状況                           （H29.6. 16 現在） 

 特定健康診査 後期高齢者健診 

H27（確定値） H28（推計値） H27（確定値） H28（推計値） 

健診対象者数 17,247 16,684 14,151 14,464 

集団健診 3,365 3,126 1,730 1,757 

個別健診 417 677   

人間ドック等 1,954 2,065 307 404 

通院治療者健診 1,572 1,957   

受診者数合計 7,308 7,825 2,037 2,161 

受診率 42.4% 46.9% 14.4% 14.9% 

※特定健診受診率に含まれない年度末年齢 75 歳の人は、後期高齢者健診に集計 

上記の評価と課題等 
40歳から50歳までの若年層と未受診者に対する受診率向上に向けた取り組みを重点的に実施し 

たところ、推計値による前年対比 4.5％と大きく伸びました。 

さらに受診率を上げていくため、未受診者の状況把握や受診の動向についてさらに分析を行い、

傾向を捉えたうえで行動変容につながる受診勧奨および受診しやすい環境整備を関係機関と連携

を図り進めていく必要があります。 
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予
算 

款 8 保健事業費 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 2 保健事業費 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 保健事業費 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100250 保健事業費 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

12,180,000 12,177,823 0 2,177 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

9,816,000 

県特別調整交付金 2,213,000 事務費繰入分 7,477,000 

高額療養費貸付金収入 126,000   

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 １．安曇野市国民健康保険健康世帯表彰要綱により、１年間療養の給付を受けることなく無受診

であった世帯に対し、記念品の贈呈を行いました。 

   健康表彰世帯・・・  478 世帯  記念品・・・8,000 円相当のカタログギフト 

 

 ２．安曇野市国民健康保険高額療養費資金貸付規則により、高額療養費支給見込額の８割を貸付

する事業を行いました。 

   貸付件数１件  貸付額 98,000 円 

 

 ３．後発医薬品(ジェネリック医薬品)の活用を促進するため、医療費の軽減額 300 円以上の被保

険者へ通知を送付しました。 

   ７月送達分・・・569 通   １月送達分・・・501 通 

上記の評価と課題等 
国民健康保険被保険者の健康の保持推進に寄与した世帯に対して、記念品を贈呈し無受診を称え

ることができました。よりいっそうの健康に対する自己予防、自己管理の意識が図れるような策を

検討し進めていきます。 

高額療養費貸付金は、限度額認定証の適用要件（外来受診の拡大）により件数が減少しています。 

ジェネリック医薬品差額通知の送付により、後発医薬品の年間平均利用率が 68.8%と前年度対比

7.1 ポイント上昇し、医療費の適正化が図られました。 
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予
算 

款 9 積立金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 積立金 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 基金積立金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100261 基金積立金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

190,000,000 190,000,000 0 0 100.0％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 国民健康保険支払準備基金保有額状況 

 

                            （単位：円） 

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

基金取崩額 350,000,000 300,000,000 250,000,000 

基金積立額 153,488,546 205,318,354 191,809,567 

年度末基金保有額 791,283,425 696,601,779 638,411,346 

 

    

上記の評価と課題等 
 

 一般国保被保険者の医療給付費が、今年度は前年比 0.2％の伸びにとどまったため、基金取崩し

は昨年より減少しました。 
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予
算 

款 9 積立金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 積立金 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 基金積立金利子 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100266 基金積立金利子 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,810,000 1,809,567 0 433 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

1,809,000 

基金積立金利子 1,809,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 会計課から示された基金運用利息配分表により、支払準備基金への積立てを行いました。 

 

  平成 28 年度利息による積立額・・・1,809,567 円 

 

    

上記の評価と課題等 
 

 会計課から示された基金運用利息額を適正に積立てました。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 1 一般被保険者保険税還付金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100281 一般被保険者保険税還付金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

4,902,000 4,901,707 0 293 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 国保の資格喪失、所得更正等の事由により、過年度へ遡及して国保税額の減額更正がされ、還付

が必要となる納税者に対して、迅速な対応ができました。 

                                         

     一般被保険者還付金の推移                (単位：円・人) 

 

    年  度 還付した額 (内)充当額 還付対象者 充当対象者 

平成 28 年度 4,901,707 (内)506,300 144 28 

平成 27 年度 6,483,903 (内)958,003 139 30 

平成 26 年度 5,574,000 (内)415,536 112 20 

上記の評価と課題等 
 

 地方税法の規定に基づき、国保税の還付事務が適切に遂行できました。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 2 退職被保険者等保険税還付金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100291 退職被保険者等保険税還付金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

142,000 141,700 0 300 99.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 国保の資格喪失、所得更正等の事由により、過年度へ遡及して国保税額の減額更正がされ、還付

が必要となる納税者に対して、迅速な対応ができました。 

                                         

     退職被保険者還付金の推移                 (単位：円・人)  

年  度 還付した額 (内)充当額 還付対象者 充当対象者 

平成 28 年度 141,700 (内)   0  10 0 

平成 27 年度 126,600 (内)   0  5 0 

平成 26 年度 349,700 (内)80,500  6 2 

上記の評価と課題等 
 

 地方税法の規定に基づき、適切な国保税の還付事務が遂行できました。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 3 一般被保険者還付加算金  基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100301 一般被保険者還付加算金  具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

59,000 58,700 0 300 99.5％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 国保税の還付金（過誤納金）が発生した場合、地方税法第 17 条の 4 第 1 号第 1 項に基づき、 

国保税が納入された日の翌日から起算して支払いが決定された日までの間の日数に応じて、   

年 1.8%(平成 29 年 1 月 1 日からは 1.7%)の割合を乗じて計算した額を、還付すべき税額に加算 

します。 

 

     一般被保険者還付加算金の推移               (単位：円・人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年度 還付した額 (内)充当額 還付対象者 充当対象者 

平成 28 年度  58,700 (内)7,700 14 2 

平成 27 年度 115,600 (内) 8,300 24 3 

平成 26 年度 129,500 (内)13,200 39 4 

上記の評価と課題等 
 

 地方税法の規定に基づき、適切に国保税の過誤納金に対する還付加算金の事務処理ができまし

た。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 5 療養給付費等交付金償還金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100321 療養給付費等交付金償還金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

6,101,000 6,100,834 0 166 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 退職被保険者等の保険給付費について、前年度の実績報告による精算により、前年度の概算交付

金額が超過していたため、超過分の返還を行いました。 

 

  平成 27 年度実績報告による超過交付額(返還分)・・・6,100,834 円 

上記の評価と課題等 
 

 実績報告書提出後、支払基金からの返還請求に基づき適正に返還処理を行いました。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 6 療養給付費償還金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100331 療養給付費償還金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

11,661,000 11,660,196 0 804 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 一般被保険者の保険給付費で国庫負担すべき費用について、前年度の実績報告による精算によ

り、前年度の概算交付金額が超過していたため、超過分の返還を行いました。 

 

  平成 27 年度実績報告による超過交付額(返還分)・・・11,660,196 円 

上記の評価と課題等 
 

 実績報告書提出後、国からの返還請求に基づき適正に返還処理を行いました。 
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予
算 

款 11 諸支出金 
総
合
計
画 

基本方針 穏やかに暮らせるまちの形成 

項 1 償還金利子及び還付加算金 主要施策 安心を支えるまち 

目 7 療養給付費償還金 基本施策 社会保険制度の充実 

事業 1100341 特定健康診査等負担金償還金 具体的な施策 国民健康保険事業の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,888,000 1,888,000 0 0 100.0％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 特定健康診査等の実施における国庫負担すべき費用について、前年度の実績報告による精算によ

り、前年度の概算交付金額が超過していたため、超過分の返還を行いました。 

 

  平成 27 年度実績報告による超過交付額(返還分)・・・1,888,000 円    

上記の評価と課題等 
 

 実績報告書提出後、国からの返還請求に基づき適正に返還処理を行いました。 

 


